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高知市高齢者保健福祉計画推進協議会 委員名簿 

任期：令和５年４月１日～令和８年３月 31 日 

※大畑委員は令和５年７月 12 日～、和田委員は令和６年４月１日～ 

※藤井委員は令和６年６月 19 日～、戸田委員は令和７年 12月 11 日～ 

  所属 役職等 委員氏名 

１ 国立大学法人高知大学 教授 安田 誠史 

２ 一般社団法人高知県作業療法士会 会長 浅川 英則 

３ 一般社団法人高知市医師会 理事 藤井 貴章 

４ 一般社団法人高知市歯科医師会 会長 宮川 慎太郎 

５ 公益社団法人高知県栄養士会 会長 新谷 美智 

６ 公益社団法人高知県薬剤師会 高知市薬剤師会会長 植田 隆 

７ 公益社団法人高知県理学療法士協会 会長 大畑  剛 

８ 
公益社団法人 

高知市シルバー人材センター 
局長 藤原 好幸 

９ 
公益社団法人 

認知症の人と家族の会高知県支部 
代表 楠木 司 

10 高知県医療ソーシャルワーカー協会 会長 中本 雅彦 

11 高知県ホームヘルパー連絡協議会 副会長 戸田 理恵 

12 高知県老人福祉施設協議会 副会長 福田 晃代 

13 高知市居宅介護支援事業所協議会 会長 和田 真樹 

14 高知市民生委員児童委員協議会連合会 副会長 公文 康俊 

15 高知市老人クラブ連合会 副会長 北代 俊雄 

16 社会福祉法人高知市社会福祉協議会 常務理事 池内 章 

17 
特定非営利活動法人 

高知市身体障害者連合会 
会長 中屋 圭二 

18 公募委員  小笠原 育子 

19 公募委員  西村 敦司 

20 公募委員  藤田 千夏 
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●高知市高齢者保健福祉計画推進協議会条例 

(平成 27 年 4 月 1 日条例第 47 号) 

（設置） 

第１条 高知市高齢者保健福祉計画（以下「高齢者保健福祉計画」という。）及び高知市介

護保険事業計画（以下「介護保険計画」という。）の策定及び推進等に当たり、広範な市

民の意見を反映するため、高知市高齢者保健福祉計画推進協議会（以下「協議会」とい

う。）を置く。 

（所掌事項） 

第２条 協議会は、次に掲げる事項について協議する。 

(1) 高齢者保健福祉計画及び介護保険計画の策定に関すること。 

(2) 高齢者保健福祉計画及び介護保険計画に基づく諸施策の進捗状況に関すること。 

(3) 高齢者保健福祉計画及び介護保険計画の推進の方策に関すること。 

(4) 高齢者保健福祉計画及び介護保険計画の見直しに関すること。 

(5) 高齢者保健福祉計画と介護保険計画との調和に関すること。 

(6) その他高齢者保健福祉計画及び介護保険計画の推進に関すること。 

（組織） 

第３条  協議会は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する委員20人以内で組織する。 

(1) 学識経験者 

(2) 関係団体の役職員 

(3) 市民 

(4) その他市長が特に必要と認める者 

２ 前項第３号の委員は、公募によるものとし、その選考に当たっては、高知市高齢者保健

福祉計画推進協議会公募委員選考委員会（以下「選考委員会」という。）において審査

する。 

３ 委員の公募の実施並びに選考委員会の組織及び運営について必要な事項は、市長が 

別に定める。 

（委員の任期） 

第４条  委員の任期は、３年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間と

する。 

２ 委員は、再任されることができる。 

（会長及び副会長） 

第５条  協議会に会長及び副会長１人を置き、委員の互選によりこれを定める。 

２  会長は、会務を総理し、協議会を代表する。 

３  副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、その職務

を行う。 

（会議） 

第６条  協議会の会議は、会長が必要に応じて招集し、会長が議長となる。 
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（資料提供その他の協力等） 

第７条 協議会は、その所掌事務を遂行するため必要があると認めるときは、関係部局そ

の他の者に対し、資料の提出、意見の表明、説明その他必要な協力を求めることができ

る。 

（守秘義務） 

第８条 委員は、その職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も同様

とする。 

（専門部会） 

第９条 協議会の所掌事項について専門的に協議する必要があるときは、協議会に専門

部会を置くことができる。 

２  専門部会の組織及び運営について必要な事項は、市長が別に定める。 

（庶務） 

第10条  協議会の庶務は、健康福祉部において処理する。 

（その他） 

第11条 この条例に定めるもののほか、協議会の運営について必要な事項は、会長が協

議会に諮って定める。 

附 則     

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の日（以下「施行日」という。）の前日において置かれていた高知市高齢

者保健福祉計画推進協議会（高知市高齢者保健福祉計画推進協議会設置要綱（平成６

年７月26日制定）の規定に基づき組織されたものをいう。以下「旧協議会」という。）は、

協議会となり、同一性をもって存続するものとする。 

３ この条例の施行の際現に旧協議会の委員として市長から委嘱されている者及び旧協議

会の会長又は副会長に選任されている者は、施行日において協議会の委員に委嘱され、

又は会長若しくは副会長に選任されたものとみなす。ただし、その任期は、第４条第１項

の規定にかかわらず、旧協議会の委員並びに会長及び副会長としての残任期間に相当

する期間とする。 
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●高齢者保健福祉計画の施策体系 

 

  

1 １-１

１-２

１-３

2 ２-１

２-２

２-３

２-４

２-５

3 ３-１

３-２

３-３

4 ４-１

４-２

5 ５-１

５-２

５-３

多様なサービスを効果的に受けられる

～保険者によるマネジメント機能の強化・推進～

多様な主体との考え方や方向性の共有

地域包括支援センターの機能強化

地域分析に基づく保険者機能の強化

住み慣れた地域で暮らし続けられる

～暮らしに不安を持つ高齢者・家族等の
生活を支える施策の推進
（住環境・公共交通など）～

多様な暮らし方の支援

暮らしの中で受けられる介護サービスの充実

公共空間や交通のバリアフリー化

介護や看護に従事する人たちが
誇りとやりがいを持って働き続けられる

～介護事業所・従事者の質の向上，
労働環境の整備促進～

事業所の質の向上

事業所の職場環境の改善支援

災害時等でも安心して暮らし続けられる支援

基本理念　　：　　『　ちいきぐるみの支え合いづくり　』

【基本目標】 【施策の方向性】

いきいきと暮らし続けられる

～高齢者の健康増進・社会参加による
健康寿命の維持向上及び介護予防の推進～

健康づくり・介護予防の推進

生活支援サービスの充実

市民が主体となる地域活動の推進

安心して暮らし続けられる

～暮らしに不安を持つ高齢者・家族等の
生活を支える施策の推進～

ひとりになっても安心して暮らし続けられる支援

認知症になっても安心して暮らし続けられる支援

重度の要介護状態になっても安心して暮らし続けられる支援

安心して暮らし続けられるための権利を守る支援
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協議事項 
 

 

１ 次期計画策定に向けた策定体制・ 

スケジュール案 
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計画策定体制（案） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

意見交換会内容 

テーマ 対象 内容 

介護人材の確保 
  

 

高知市高齢者保健福祉計画推進協議会 

役割：計画素案検討審議、計画原案検討審議・了承 

委員数：20名 

計画素案、計画原案の提示 

第９期計画の評価 
パブリックコメント 

 

健康福祉部長、健康推進担当理事、健康福祉部副部長、福祉事務所長 

庁内検討委員会 

 

役割：具体的方策の検討、計画素案・計画原案の作成 

介護保険課・基幹型地域包括支援センター、高齢者支援課 

健康増進課・保険医療課・地域共生社会推進課 

ワーキンググループ 

計画策定のための現状把握・分析 

役割：協議会委

員や当事者、関

係団体等との意

見交換を行い、

課題分析や対応

策について検討

を行う 

意見交換会 

在宅生活改善調査 

居所変更実態調査 

介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 

介護支援専門員対象調査 

介護人材実態調査 

地域包括ケア「見える化」システム 
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令和８年度 計画策定スケジュール（案） 

 

 

 

時期 会の種類 主な内容 

８年   

４月 

 

  

５月   

６月 第１回 計画推進協議会 （１） 策定体制・スケジュール 

（２） 高知市高齢者保健福祉計画 

（令和６～８年度）の進捗状況 

７月  

   

 

 

８月   

９月  

 

10月 第２回 計画推進協議会 （１） 高齢者保健福祉に関する調査の結果 

（２） 次期高知市高齢者保健福祉計画（令和９～11 年

度）概要（案） 

12月 第３回 計画推進協議会 （１） 高齢者保健福祉計画素案の審議 

９年 

１月 

第４回 計画推進協議会 （１） 介護保険事業計画素案の審議 

２月  

 

第５回 計画推進協議会 

 

 

新計画原案の承認 

高
齢
者
保
健
福
祉
に
関
す
る
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査 

パ
ブ
リ
ッ
ク 

コ
メ
ン
ト 
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２ 次期計画策定に向けたニーズ調査 

・介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 

・介護支援専門員（計画作成担当者） 

対象調査 

・介護人材実態調査 
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次期計画策定に向けた調査実施及びスケジュールについて 介護保険課 

１ 介護支援専門員（計画作成担当者）対象調査 

＜高知市介護保険事業計画（第 10期）策定に向けた実態調査＞ 

趣旨 

市内の居宅介護支援事業所等のケアマネジャーを対象に、施設サービス等のニーズ

の状況を確認する。「前回」と「今回」の調査結果を比較し、整備ニーズの傾向や推移

を分析することにより、第 10期介護保険事業計画における整備量を見込む際の参考と

する。 

また、ケアマネジャーから見た介護保険以外のサービスのニーズを把握することに

より、要介護等認定者が在宅生活を継続するための問題点を認識する。 

調査内容（案） 

前回（第９期計画策定時）のアンケートを踏襲 

（別添「介護支援専門員（計画作成担当者）対象調査」参照）。 

対象サービス種別 

・居宅介護支援  （111事業所） 

・小規模多機能型居宅介護  （ 15事業所） 

・看護小規模多機能型居宅介護（ ８事業所） 計 134事業所 

調査実施時期（予定） 

  ・R8.4月中旬頃 各事業所に送付 

Licoネット・HPに掲載、メール送付。Licoネットの登録のない事業所は、メール 

または郵送 

  ・R8.5月中旬頃 アンケート回答締切り 

・R8.6月    データ集計 
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２ 介護人材実態調査 

趣旨 

施設・居住系サービス、通所系サービス、訪問系サービス等の事業所を対象に実施し、

介護人材の性別・年齢構成、資格保有状況、過去１年間の採用・離職の状況などを把握

することにより、職員の確保・定着、育成、もしくは業務改善に必要な取組等を検討す

る。 

調査内容（案） 

別添「介護人材実態調査【事業所票】施設・通所系 訪問系」参照。 

対象サービス種別 

・施設、居住系サービス  （ 201事業所） 

・通所系サービス  （ 222事業所） 

・訪問系サービス  （ 116事業所） 

・小規模多機能型居宅介護  （ 15事業所） 

・看護小規模多機能型居宅介護 （ ８事業所） 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護（ 17事業所） 計 579事業所 

調査実施時期（予定） 

  ・R8.4月中旬頃 各事業所に送付 

Licoネット・HPに掲載、メール送付。Licoネットの登録のない事業所は、メール 

または郵送 

  ・R8.5月中旬頃 アンケート回答締切り 

・R8.6月    データ集計 
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介護支援専門員（計画作成担当者）対象調査（案） 

＜高知市介護保険事業計画（第 10 期）策定に向けた実態調査＞ 

問１ あなたが所属する事業所の事業所名、サービス種別、ブロック（東西南北）を教えてください。 

事業所名 サービス種別 ブロック（該当に〇） 

東・西・南・北 

（該当するブロックが分からない場合は、高知市介護保険課ホームページ（９〔その他〕介護保険事業計画→

「日常生活圏域について」）をご確認ください。） 

問２ 令和８年５月１日現在のあなたの年齢を教えてください。 

（     歳） 

問３ 介護支援専門員（計画作成担当者）としての実務経験年数を下記から選んでください。 

  （令和８年５月１日現在） 

☐ １．１年未満   ☐ ２．１年以上３年未満 ☐ ３．３年以上５年未満  ☐ ４．５年以上 

問４は、「居宅介護支援事業所」の介護支援専門員のみ回答をお願いします。 

問４ あなたが担当している利用者数が最も多いブロックを教えてください。 

  （利用者数には介護予防支援利用者も含んでください。） 

☐ １．東部     ☐ ２．西部     ☐ ３．南部 ☐ ４．北部 

問５ 居宅介護支援事業所においては、問４でお答えいただいた「担当している利用者が最も多いブロック」、 

それ以外の事業所においては、問１でお答えいただいた「事業所が所属するブロック」で、整備（事業 

所の増加）が必要と感じる密着型サービスを下記から選び、その理由を選択してください。（複数選択可） 

サービス種別 理由 

☐ １. 定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

☐ 利用したくても、空きがない。 

☐ 利用者の居住地域近辺に事業所がない又は少ない。 

☐ その他（                 ） 

☐ ２. 認知症対応型通所介護 

☐ 利用したくても、空きがない。 

☐ 利用者の居住地域近辺に事業所がない又は少ない。 

☐ その他（                 ） 

FAX：０８８－８２４－８３９０ 

Ｅ-mail：kc-110101@city.kochi.lg.jp 

高知市介護保険課事業係 行 
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☐ ３. 地域密着型通所介護 

☐ 利用したくても、空きがない。 

☐ 利用者の居住地域近辺に事業所がない又は少ない。 

☐ その他（                 ） 

☐ ４. 認知症対応型共同生活介護 

☐ 利用したくても、空きがない。 

☐ 利用者の居住地域近辺に事業所がない又は少ない。 

☐ その他（                 ） 

☐ ５. 小規模多機能型居宅介護 

☐ 利用したくても、空きがない。 

☐ 利用者の居住地域近辺に事業所がない又は少ない。 

☐ その他（                 ） 

☐ ６. 看護小規模多機能型居宅介護 

☐ 利用したくても、空きがない。 

☐ 利用者の居住地域近辺に事業所がない又は少ない。 

☐ その他（                 ） 

☐ ７. 地域密着型特定施設入居者生活介護 

☐ 利用したくても、空きがない。 

☐ 利用者の居住地域近辺に事業所がない又は少ない。 

☐ その他（                 ） 

☐ ８. 地域密着型介護老人福祉施設入居者生活介護 

☐ 利用したくても、空きがない。 

☐ 利用者の居住地域近辺に事業所がない又は少ない。 

☐ その他（                 ） 

☐ ９．現状で、特に整備が必要と感じる密着型サービスはない。 

問６ 高知市全域において、整備（事業所の増加）が必要と感じる施設サービス等を下記から選んでください。

（複数選択可） 

サービス種別 内容 

☐ １．短期入所生活介護 

☐ 利用したくても、空きがない。 

☐ 利用者の居住地域近辺に事業所がない又は少ない。 

☐ その他（                 ） 

☐ ２．短期入所療養介護 

☐ 利用したくても、空きがない。 

☐ 利用者の居住地域近辺に事業所がない又は少ない。 

☐ その他（                 ） 

☐ ３．特定施設入居者生活介護 

☐ 利用したくても、空きがない（待機者が多い）。 

☐ 利用者の居住地域近辺に事業所がない又は少ない。 

☐ その他（                 ） 
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☐ ４．介護老人福祉施設 

☐ 利用したくても、空きがない（待機者が多い）。 

☐ 利用者の居住地域近辺に事業所がない又は少ない。 

☐ その他（                 ） 

☐ ５．介護老人保健施設 

☐ 利用したくても、空きがない（待機者が多い）。 

☐ 利用者の居住地域近辺に事業所がない又は少ない。 

☐ その他（                 ） 

☐ ６．介護医療院 

☐ 利用したくても、空きがない（待機者が多い）。 

☐ 利用者の居住地域近辺に事業所がない又は少ない。 

☐ その他（                 ） 

☐ ７．現状で、特に整備が必要と感じる施設サービス等はない。 

問７ 世帯状況やニーズが多様化する現在では、ケアプランを作成する上で、フォーマルサービスとイン 

フォーマルサービスを組み合わせることが利用者の自立にとって有効な場合がありますが、市内の  

「インフォーマルな場（サービス）」について、もっと必要と考える場所等を下記から選んでくださ 

い。（複数選択可） 

☐ いきいき百歳体操の会場 

☐ 認知症カフェ 

☐ 個々の高齢者に応じた趣味活動の場 

☐ 要介護高齢者などが、健康状態に応じてボランティア活動ができる場 

☐ 農福連携の取組など、高齢者が畑作業等をできる場 

☐ 子ども食堂など、高齢者と子どもが交流できる場 

☐ ゴミ出しや電球交換など、ちょっとした困りごとを解決してくれる生活支援ボランティア 

☐ 介護保険外（自費）の家事代行サービス 

☐ 通院や買い物などの移動支援 

☐ 日常生活を見守ってくれる地域住民や地域の団体など 

☐ その他（                                 ） 

問８ その他、介護サービス事業所・施設の整備等に関するご要望、ご意見等を自由に記載してください。 

質問は以上です。アンケートに御協力いただき、ありがとうございました。 
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※令和８年５月１日現在の状況について、 の中に、ご回答ください。

問１ 該当するサービス種別（介護予防を含む）を、ご回答ください。（１つに○）

※本調査票の送付先（郵便・メール等の宛名となっている事業所）で行うサービスについて、ご回答ください。

１．施設・居住系サービス

２．通所系サービス

問２ 貴事業所（問１で〇をつけたサービス種別の事業所）に所属する介護職員について、お伺いします。

※ここでの「介護職員」は、賃金の支払いを受けている方に限ります。（ボランティアの方は含みません。）

問２-１ 介護職員の人数を、ご記入ください。（数値を記入）

※前月に出勤のない、⾧期休暇（育児休業等）中の職員は人数に含めないでください。

※「外国人」には、EPA・技能実習・在留資格「介護」、特定技能により勤務している人数をご記入ください。

人

人

人 人

問２-２ 貴事業所は開設から1年以上経過していますか。 １．はい  ⇒問2-3へ

２．いいえ ⇒問３へ

0

問２-３ 令和８年５月１日時点で、開設から１年以上を経過している事業所にお伺いします。

問３ 採用や人材定着に関する課題をご回答ください。（自由記述）

外国人職員数 派遣職員数

左記のうち非常勤職員

介護人材実態調査 【事業所票】 施設・通所系

（特別養護老人ホーム（地域密着型含む）、介護老人保健施設、介護医療院、ショートステイ、グループホーム、特

定施設（地域密着型含む）、住宅型有料老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅、軽費老人ホーム）

（通所介護（地域密着型含む）、通所リハビリテーション、認知症対応型通所介護、通所型サービス（総合事業））

左記のうち常勤職員
介護職員の総数 人

非常勤職員

合計

（1つに○）

過去１年間（令和７年４月１日～令和８年３月31日）の介護職員の採用者数と離職者数を、常勤・非常

勤別にご記入ください。外国人人材も含めてご回答ください。（数値を記入）

採用者数 離職者数

常勤職員
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問４ 人材確保に関して市町村に期待するサポートがあれば、ご回答ください。（自由記述）

貴事業所についてご記入ください。

続いて、調査票（Q5）の設問（問５）にお進みください。

Eメールアドレス

事業所名

ご担当者氏名

電話番号
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問５　貴施設等に所属している介護職員全員（非常勤含む。ボランティアの方を除く）について、お答えください。

回答方法

選択肢

1.男性

2.女性

1.20歳

未満

2.20代

3.30代

4.40代

5.50代

6.60代

7.70代

　以上

8.不明

記入例 1 3 40 時間

01 時間

02 時間

03 時間

04 時間

05 時間

06 時間

07 時間

08 時間

09 時間

10 時間

11 時間

12 時間

13 時間

14 時間

15 時間

16 時間

17 時間

18 時間

19 時間

20 時間

21 時間

22 時間

23 時間

24 時間

25 時間

26 時間

27 時間

28 時間

29 時間

30 時間

31 時間

32 時間

33 時間

34 時間

35 時間

36 時間

37 時間

38 時間

39 時間

40 時間

41 時間

1 1 2

1. 介護福祉士

（認定介護福祉士含

む）

2.介護福祉士実務者研修

修了

　または

　(旧)介護職員基礎研修

修了

または

(旧)ヘルパー１級

3.介護職員初任者研修修

了、

　または

(旧)ヘルパー2級

4.上記のいずれも該当し

1.常勤職員

2.非常勤職員

※ 残業時間を

含む。休憩時

間は除く。

※週の始まり

は事業所ごと

に任意の曜日

で構いませ

ん。

1. 1年以上

⇒【回答終了】

2. 1年未満

⇒【(7)へ】

1.現在の職場が初めての勤務先⇒【回答

終了】

2.介護以外の職場　⇒【回答終了】

3.特養、老健、療養型・介護医療院、ｼｮｰ

ﾄｽﾃｲ、グループホーム、特定施設

4.訪問介護・入浴、夜間対応型

5.小多機、看多機、定期巡回ｻｰﾋﾞｽ

6.通所介護、通所リハ、認知症デイ

7.住宅型有料、サ高住（特定施設以外）

8.その他の介護サービス

　⇒【「3.」～「8.」の場合は(8)へ】

9.不明　⇒【回答終了】

1.現在の施設等

と、同一の市区

町村内

2.現在の施設等

と、別の市区町

村内

3.不明

1.現在の施設等

と、同一の法

人・グループ

2.現在の施設等

と、別の法人・

グループ

3.不明

1 22

※番号１つ記載 ※数値を記入 ※番号１つ記載

設問
(1)資格の取得、研修の

修了の状況
(2)雇用形態 (3)性別 (4)年齢

(5)過去１週間

の勤務時間

(6)現在の施設等

での勤務年数

(7)現在の施設等に勤務する直前の職場

※地域密着型を含む
(8)直前の職場について
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※令和８年５月１日現在の状況について、 の中に、ご回答ください。

問１　該当するサービス種別（介護予防を含む）を、ご回答ください。（１つに○）

※本調査票の送付先（郵便・メール等の宛名となっている事業所）で行うサービスについて、ご回答ください。

１．訪問系サービス（訪問介護、訪問入浴、夜間対応型訪問介護、訪問型サービス（総合事業））

２．小規模多機能型居宅介護

３．看護小規模多機能型居宅介護

４．定期巡回・随時対応型訪問介護看護

問２　貴事業所（問１で〇をつけたサービス種別の事業所）に所属する介護職員について、お伺いします。

※ここでの「介護職員」は、賃金の支払いを受けている方に限ります。（ボランティアの方は含みません。）

問２-１　介護職員の人数を、ご記入ください。（数値を記入）

※前月に出勤のない、長期休暇（育児休業等）中の職員は人数に含めないでください。

※「外国人」には、EPA・技能実習・在留資格「介護」、特定技能により勤務している人数をご記入ください。

人

人

人 人

問２-２　貴事業所は開設から1年以上経過していますか。 １．はい　　⇒問2-3へ

２．いいえ　⇒問３へ

問２-３　令和８年５月１日時点で、開設から１年以上を経過している事業所にお伺いします。

問３　採用や人材定着に関する課題をご回答ください。（自由記述）

介護人材実態調査　【事業所票】　訪問系

過去１年間（令和７年４月１日～令和８年３月31日）の介護職員の採用者数と離職者数を、常勤・非常勤

別にご記入ください。外国人人材も含めてご回答ください。（数値を記入）

採用者数 離職者数

介護職員の総数 人
左記のうち常勤職員

左記のうち非常勤職員

（1つ選択）

外国人職員数 派遣職員数

常勤職員

非常勤職員

合計
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問４　人材確保に関して市町村に期待するサポートがあれば、ご回答ください。（自由記述）

貴事業所についてご記入ください。

調査は以上となります。ご協力ありがとうございました。

Eメールアドレス

事業所名

ご担当者氏名

電話番号
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報告事項 

１ 地域リハビリテーション活動支援事業

（リハビリ専門職訪問事業） 
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２ 次期介護保険制度改正に関する 

国の動向 
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